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戸 とし なければ な らない 旨の 要件が 定 め られ て お り、現 行

鋼 船 規 貝「」検 査 要領 R 編 1，2．1−1．に 定め る 同構 造 の 要件 よ り

厳 しい もの に な っ て い た 。

　最近、MSCfCirc ．847 の エ ア ロ ッ ク構造に 関す る要件 を

根拠 に し て 、PSC で 摘 発 され る 船舶 が で て き て い る た め 、

こ れ に 対応する た め の 改 正 を行 っ た 。

3．改正 の 内容

（1）機関区域 と非常用消火 ポ ン プ及 び そ の 動 力 の あ る 区 域

　の 問 の 通 路を エ ア 卩 ッ ク ス ペ ー
ス とす る 場 合 の 機 関 区 域

　倶1」に あ る戸 を 「A−60」 級 に す る 要件を追加 す る t．（図 1

　を参照 ）

（2）直接交通 を水 密 戸 とす る場 合 の 現 彳了検査 要領中の 例図

　に つ い て は ， 採 用 例 が ほ とん ど な く，水密 戸 に 防熱性を

　要 求 し な い 旨の 別 定 規 定 が あ る の で 肖1」除 した。

（3） トラ ン ク に よ る 非常用 消 火 ポ ン プ の あ る 区 画 と の 交 通

　路 に つ い て は SOLAS 　92 年の 改正 に よ り追加 され た A 類

　機 関 区域 と 非常用 消 火 ポ ン プ の あ る 区 画 の 隣接 を原 則 と

　 して禁 じ る 主旨に反 す る の で ，削除 した。
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25， 鋼船規則 B 編及び V 編 並びに同検査要 領 B 編及び C 編，安全設備規則 ， 国際条約に よ る

　　 証書に 関する規則 ， 海洋汚染防止 の ため の構造及 び設備規則及 び同検査要領、無線設備規則

　　 及び同検査要領に おける改正 点の 解説 （74SOMS 及 び 661LLCの 88 議 定書関連）

1． は じめに

　1999 年 12 月 27 日付 規則 第 59 号 （外国籍船舶）及 び

2000 年 1 月 31 日 付 規 則第 1号 （日本籍船舶）並 び に 1999

年 12月 27 日付 達 第 54 号 （外 国籍 船舶）及 び 2000年 1 月

31 口 付達第 4 号 （日本 籍船舶） に よ り，船級検査 等 に係

る以 下の 鋼船規貝1」及 び 同 検 査 要 領 等が一
部改正 され た。以

下，改 正 され た規則等 に つ い て 解 説す る。

（1）鋼船規貝1」B 編及び 同検査 要 領

（2）海 洋 汚 染防止 の た め の 構 造 及 び 設 備 規則 及 び 同検査要

　 　領

（3） 安 全設備 規則

（4） 無線 設備 規貝1」及 び 同 検査 要 領

（5） 国 際 条 約 に よ る証 書に 関す る規則

（6） 鋼 船 規 則 V 編及 び 鋼船規則検査 要 領 C 編

2． 改正 の 背景

　1999 年 2 月 3 日，IMO に お い て 「検 査 と証 書 の 調 和 シ

ス テ ム （the　Harmonized 　System　Of　Survey　and 　Certlficαtion

＝HSSC ）」 に関 す る ド記 議定 書及 び決 議 の 発 効 要件 が満 た

され ，2000 年 2 月 3 日 か ら同 議 定 書 等 が発 効 した。

（1） Protocol　Ofヱ988　relating 　to　the∫nternational 　Convention

　 for　tlte　Safety　ofLofe　at　Sea，1974

（2）Protocol　of　1988　relating 　to　the　lnternational　Convention

　 　on 　I− ）ad 　Lines，1．966

（3）ImPlementation　of 　the　harmonized　sツstem 　Of　su 　rv 　ey　and

　　certtficat 伽 under 齟 1〜POL 　 Z3／78，伽 IBC 　Code．伽

　 　Bcva 　COde　and 　the　IGC 　Code

　　（a ）Amendments 　to　tize　IBC 　Code （MEPC ．40（29）and

　　　　MSC ．16（58））

　　（b）Amendments 　to　the　ICC 　Code（MSC ．17（58））

　　（c）Amendments 　to　Annexes ∬and 　li　OfMARPOL　73／78
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　　　　（MEPC ．39（29））

　今 回，こ れ らの 議 定 書 等 の 発 効 に 伴い ，ユ974SOLAS 条

約，1973／78MARPOL 条約及 び 1966 国際満載喫水 線条 約

の 検 査 等 に係 る 関連規則を改 め る と共 に，船級 検査 に も

HSSC の 概念 を取 り入 れ，外国 籍 船 舶 に対 す る鋼 船 規 貝1」B

編 （以 下，鋼船規則 B 編 （英文） とい う。）の
一

部 改 正 を

行 っ た 。 な お，日本籍船舶に 対す る鋼船規貝「」B 編 似 下、

鋼 船 規則 B 編 （和 文） と い う。） に は，既 に HSSC の 概念

が 取 り入 れられ て い る。

3，改正 の 内容

3．1 外国籍船舶用規則 （英文規則）の み

　 HSSC は ， あ く まで ユ974SOLAS 条約等の 「条約 検 査 1

の 実施 の た め の 方 法 で あ る が，こ の 方法 は ，特 に次 の 点 で

非 常に 合理 的 な検 査 の 方法で ある。

（1） す べ て の 条 約 証 書 の 有効 期 問 を 5 年 とす る こ とが で き

　るた め，従 来，更新検 査 の 時期 の 違い に起 因 して ば らば

　らで あ っ た 各条約 証 書毎の 検査 を同
一

の 時 期 に実 施 して

　 い く こ とが で き る よ うにな る。

（2）各条約証 書 の 更 新検査 に も Time　Wi
’
ndows （条約 証 書

　の 満 r 日の 前 3 ヶ 月 以 内の 期間）が 与 え られ た た め ，各

　条約 証 書 の 有 効 期 間 を有 効 に 活 用 す る こ と が で き る よ う

　に な り，ま た ，更新 検査 完 了後 も更新前と同
一

か つ 単
一

　の 検査基 準 日 （Anniversary　l）ate ）を維持す る こ とが で

　 きる よ うに な る。

（3）各条約 証 書 は，特定 の 条件の 下 で 5 年 を超 え る有 効期

　間 の 延 長 が 認め られ るよ うに なっ たため ， 柔軟な 検査 の

　準備 が 行 え る よ うに な り，ま た 証 書 の 有 効期開 を有効 に

　活用 す る こ とが で きる よ うに な る 。

　今回，こ の HSSC の 概念 を 「船 級 検 査 」 の 実 施 の 方 法 に

取 り入 れ る べ く 所 要 の 改 正 を 行 っ た。
3．1．1 鋼船規則 B 編及び同検査 要 領

一
部改 正

一1．鋼 船 規 則 B 編を次 の よ うに改 め た。

（1） 1．／．3−1（3）定期検査の 時期

　定 期検査 の 時期 に船級証 書の 前 3 ヶ 月 の 7’ime　 PVindows

　を与 えた。こ の 改正 に よ り従 前，定 期検査 が 完 了 し た 場

　合 に 発 行 さ れ る新 た な 船 級 証 書が 当該定期検査 の 完 了 口

　を起算 日と して発 行 され て い た の に 対 し，今後，定期 検

　査が Time　Windowsの 期 間中に 完 rす る揚 合 に は，新 た

　に 発 行され る船 級 証 書 は，現有船級証 書の 満了 日を 引き

　継ぎ，現 有船 級 証 書 の 満了 日 の 翌 日を起算 日 と して 5 年

　の 有効期間の 船級証 書 を 発行す る こ と が で き る よ うに な

　る。従 っ て
， 従 前 現有証 書 の 有効期間 中 で あ っ て も，

　定期検査が 完 了 した 時 点で 残 りの 有効 期 間 が 無 駄 に な っ

　て い た が，今 後 は ，有効期 間 を有効 に活 用 で き る よ うに

　な る 。 なお ，船級証書 の 発行／更 新 の 方 法に つ い て は，

　登 録 規 則
一

部改正 を参照願 い たい 。

（2） 1．1．4 定 期 的検 査 の 時期 の 変更繰 り上 げ

25

2000 年度版鋼船規則 及 び 同 検 査 要 領 等 にお け る改正 点 の 解説

　定期的検査 の 時期 の 変 更繰 り上 げ に 関す る 要 件 を鋼船規

　則 B 編 （和 文 ）の 該当 要件 に 準 じ て 定め た 。

（3） 1．1，5 定期的検査 の 延期

　定 期検査 並 び に 定期 検査 の 時期 に行 わ れ る船 底 検 査 ，ボ

　イ ラ 検査及 び 第 2 種 軸 （＝第 2 種 プ ロ ペ ラ軸 及 び第 2 種

　船尾管軸） の 延期 に 関す る要 件 を 1974SOLAS 条約 の

　1988年議 定書 に規 定 す る要 件 に準 じて 定 めた。た だ し，

　船底検査に っ い て は ，
い か な る場合 に あ っ て も前同 船底

　検査が 完 了 した 日か ら 36 ヶ 月 を超 え る延期 は認 め られ

　な い の で 注意 が 必 要 で あ る。

（4） 11．1．2−4 潜水 船 の 定期的検査 の 時期 の 変 更繰 り上 げ

　潜水 船 の 定 期的検査の 時期の 繰 り上げに 関す る要 件 を鋼

　船 規則 B 編 L1．4 の 規定に 準 じ て 定 め た。

（5） 14章 旅客船 に 関す る検査

　従前 の 検査要 件 か らの 主な改 正 は次 の とお り。

　（a） 14．1．3−1 定期 的検査 の 時 期

　　　中間検査及 び 定期検査 の 時 期 に Time 　 PVindowsを与

　　　えた。た だ し，1974SOLAS 条約及 び 1988 年 議 定書

　　　上 ， 同条約 適用旅客船，すなわち国 際航海 に従 事 す

　　　る旅 客船 に は，12 ヶ 月毎 の 更新検査 の 実施 が 要 求

　　　され る た め ，国 際航海 に 従 事 す る旅 客 船 に 対す る 中

　　　間検査の Time　PVindowsは ， 検 査 基 準 目の 前 3 ケ 月

　　　の み と した。（ただ し，国 際航海 に 従 事 す る 旅 客船

　　　の 中間検査 は ，所 要 の 延 期 手 続 き を取 る こ とに よ り

　　 承認 され た 期 間，延 期 す る こ とが で き る。（鋼船規

　　 則 B 編 14．1．5参照 ））

　（b） 14．1．5 定 期 的 検 査 の 延 期

　　 定期 的 検 査 の 延期 に 関す る 要件 を鋼船規 貝1」B 編

　　 Ll．5 の 要 件 に 準 じ て 定 め た 。なお ，国 際 航 海 に従

　　 事 す る 旅 客 船 に 対 す る 中間 検査の 時 期 に は ，
SOLAS

　　 条約 の 更新検査の 要 件 と整合を 取 る た め 検査 基 準 日

　　 の 後 の Time　Windows を 与 え て い な い （前 （a ）参 照 ）

　　 が，SOLAS 条約で は ，所 要 の 手 続 き を 取 る こ とで

　　 更新検査 の 延期が 認 め られ て い る。従 っ て，国際航

　　 海 に従事す る旅客船に 対 して は，従 前 の とお り中間

　　 検査 に 対 し て も延 期 で き る こ と と した。た だ し，延

　　 期 の 期間につ い て は ， 従 前 最大 5 ヶ 月 まで 延期が 可

　　 能 で あ っ た が，今 回，1974SOLAS 条約及 び 1988 年

　　 議定 書 に 規 定 す る延 期の 要件 と整合を取 り，最 大 3

　 　 ヶ 月 と した．

　（c） 14．1．6 検 査 の 項 臥 範囲及 び 程度の 変更

　　 旅 客船 に対 す る検査 の 要件 が 14 章だ けで 完 結 で き

　　 る よ う検 査 の 項 固，範囲及び 程度の 変更 に 関す る要

　　 件 を鋼 船 規 則 B 編 1工 6 に 準 じて 定 め た 。

　（d） 14．1．7 係 船中の 船舶

　　 旅 客 船 に 対す る 検査 の 要件 が 14 章だ け で 完 結 で き

　　 るよ う係 船 中 の 船舶 に 対す る 検査 要件 を鋼船規則 B

　　 編 1．1．7 に 準 じ て 定 め た。
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　（e） 14．11 船 底 検 査

　　 旅 客船 の 船 底 検 査 に 関 し て，鋼船 規則 B 編 6 章 に 準

　　　じ て 要件 を定 めた 。 特 に従 前 ，規 則 上 不 明 確で あっ

　　　た 上 架 し た 検査 に 代 わ る 方 式 と して の 水中検査の 適

　　 用 に 関 す る 要件 を 明記 し た。な お，水 中検 査 の 要 件

　　　に 関 して，鋼船規則 B 編 6．1，2 で は ， 定期検査 の 時

　　 期 に行 わ れ る船 底 検査 は ，船底検 査 の 頻度及 び 定期

　　 検 査 の 実 効性 を鑑 み，水中検 査 に 代 え る こ とはで き

　　　な い と規 定 され て い る が，旅 客船に あっ て は，次 の

　　　理 由 に よ り従 前 通 り，水 中 検 査に 代 え て 差 し支 え な

　　　い こ と と した。

　　i）　旅客船 は ，年 次 的 に 船 底 検 査 の 実 施 が 要 求され ，

　　　　か つ ，同 検査 を連 続 して 水 中検 査 に代 え る こ と が

　　　　で き ない こ とか ら，4 回目の 中間検査 又 は 〔5 回

　　　　目の 検査基準 冖に 行 う）定 期検査 の い ず れ か の 時

　　　 期 に は ， 必 ず ドッ ク 入 れ 又 は 上 架 に よ る 船底 検 査

　　　　が実 施 され る 。

一
方，水中検査を適用す る 比 較的

　　　　大 型 の 旅 客 船に あ っ て は ，毎年 の 検査 項 目を で き

　　　　る 限 り平準化す るた め
， 船 体の 区画 及 び タ ン ク 並

　　　　び に機関の 検査 に 継 続 検 査 の 方法 を適用する 場合

　　　　が 多 く，こ の よ うな 検査 の 実態を考慮すれ ば，4

　　　　回 目の 中間検査 の 時 期 に ドッ ク 入 れ 又 は 上 架に よ

　　　　る 船底検査が行 わ れ て い る 場合 に，さらに 1 年後

　　　　の 定 期 検 査の 時期 に も ドッ ク入 れ 乂 は 上 架に よ る

　　　　船 底 検 査 を 要 求す る こ との 必然性 が 乏 しい こ と 。

　　ii） 今 回 の
一

部 改正 で は，　 HSSC の 概念 を取 り人 れ ，

　　　　旅 客 船 の 検 査 の 時期 等 に 関 する 要件 を改 正 した の

　　　　みで あ り， 検査 項 目に 関 す る改正 は ない 。現行 の

　　　　検査 項 目に対 して は，洋上 で 行 う定 期検査 の 実 績

　　　　は 十分 あ り，船 底 検 査 の 頻度及 び 上 記 i）の 背 景 と

　　　　も相俟 っ て ， 当 該検 査の 実効性 に つ い て は，十分

　　　　に 検証 され て お り，今回，船底検査 の 要件 を 改正

　　　　す る 積極 的 な理 由 が な い こ と。

−2．鋼船規則 検査要領 B 編 を 次の よ うに 改 め た。

（1） B1．1．3−1 定期検査 の 実 施 時 期

　鋼 船 規 貝1」B 編 1．L4 −2 に よ り年 次 検 査 又 は 中 間検 査 を繰

　り上 げて 実施 し た 場合の 定期検査 の 実 施 方法に つ い て ，

　鋼 船 規 則 検 査 要領 B 編 （和文 ） の 該 当要 件 に準 じて 要 件

　 を 定 め た 。

（2）B1．1．4 定期 的検査 の 時期 の 繰 り上 げ

　年次 検査 乂 は 中 間検 査 を繰 り ヒげ た 場 合 に お け る検査基

　準 日の 変 更 及 び 要 求さ れ る検 査 の 種 類 に つ い て ，鋼 船 規

　則検査 要領 B 編 （和 文 ）の 該当要件 に 準 じて 要件 を定 め

　 た 。

（3） B1．1．5 定 期的 検査 の 延 期

　従前，定 期検査 の 延 期 は認 め られ なか っ た が，今 回 ， 鋼

　船規則 B 編 の
一

部 が改 正 され，定期検査 の 延 期 に関 す る

　要件 が定 め られ た （鋼船 規 則 B 編 1．1．5 参照）。よ っ ℃
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　今 回 ， 定 期 検査 を延 期 す る場 合に お け る延 期の た め の 手

　続 き及 び そ の 承 認 方法 に っ い て ，鋼船規則検査 要領 B 編

　 （和文 ）の 該当 要件 に 準 じ て 要件 を 定め た。

（4） 代替要件の 削 除

　今 回，llSSC の 概念 を 全 面 的 に取 り人 れ，鋼船規則 B 編

　の 関 連要件を改正 した。よ っ て ，従 前 ， 代 替 要 件 と し て

　鋼船規則検査要領 B 編 1．／．6 に 規定 され て い た HSSC に

　基 づ く検 査 の 要 件を 削除 し た．

（5） B11．1．2−2 定期 的検査の 時期 の 繰 り上 げ

　潜 水 船 の 定期 的検査 の 時期 の 延期に っ い て ，鋼船規貝1」検

　査 要 領 B1．1．4 に 準 じ て 要件 を 定め た。

（6） B14 旅 客船 に 関 す る検 査

　（a ） HSSC の 概念に 基づ く検査を実施す る上 で の 所要の

　　　要件 を鋼船 規 貝1」検 査 要 領 B1 及 び B6 に 準 じ て 定め

　　　た。

　（b） た だ し，B14．1，4 の 定期 的 検査 の 時 期 の 変更 及 び 繰

　　　り上 げに っ い て は ，次 の 理 由 に よ り国 際航 海 に 従 事

　　　す る旅 客船 とそ れ以 外の 旅客船 とで 要件 を 別個 に 定

　 　 　 め た。

　　i）　 国 際航海 に 従事す る 旅客船 に あ っ て は，船 級 検 査

　　　　 と して の 匚1「間検査は，ユ974 年 SOLAS 条約 の 1988

　　　　年 議 定 書 ヒの 更 新検査 に 該 当す る。こ の 条 約 上 の

　　　　更 新検 査 を繰 り上 げ て 実施 し た 場合，当該 更 新 検

　　　　査 の 完 r 口を 新た な 検査基準 日 とす る必 要が あ る。

　　ii）　上 記 i）に対 して ，国際 航海 に従 事 しない 旅客船 に

　　　　あっ て は，条約 の 適 用 が な い た め，船級検査 と し

　　　　て の 中間検査 に 条約 Eの 更 新検査の 取 り扱 い を適

　　　　用 す る必 要 が な い。従 っ て ， 当該 船 舶 の 中間検 査

　　　　を繰 り上 げ て 実施 し た 場 合 の 検 査 基 準 日 の 変 更 に

　　　　っ い て は，B1．1．4 の 取 り扱 い に 準 じて 要件を 定 め

　 　 　 　 た。

3，1．2 海洋汚染防止 の た め の構造及 び設備規則
一

部改正

　 MARPOL73 ／78 条約の 改正 （HSSC 関連 ） を取 り人 れ，

海洋汚染防止 の た め の 構造及 び 設備規則 の 検査 に 関 す る要

件の 改 正 を行 っ た。

　な お ，従 前，検査 の 時期 に 関す る 要件 が鋼船 規 則 B 編

とは 独 立 に 定 め られ て い た が，次の 理 由 に よ り，鋼 船 規 則

B 編 に 定 め る定期 的検査 と同
一の 時期 （た だ し

， 必 ず し も

同 時 に 実 施 す る 必 要 は な く，当該 定 期 的 検 査 の Time

PVi
’
ndows の 範囲 内で あれ ば，鋼船規則 B 編の 検査 とは別

個 に 実 施す る こ とが で き る。）に 行 うこ とと した。

（1） そ もそ も検査 の 時期 に関す る要件が 同
一

で あ る こ と。

（2） 検査 の 時期 に 関す る要 件 を独 立 に 規定すれ ば，規則 上 ，

　鋼船規則 B 編の 検査 と異 な る時期 に本設備規貝1」の 検査 を

　行 うこ とが で き る が，1 船に っ い て 多種 の 検査 塁 準 日が

　存在す る こ とは，検査 時 期 の 把 握 及 び 検査 の 準備 が 煩雑

　 に なり，実行上 の メ リ ッ トが少 ない こ と。
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3．1．3 安全設備規則及び無線設備規則
一

部改正

　1974SOALS 条約 の 1988 年議 定書の 要 件 を取 り入 れ，検

査 に 関 する 要 件の 改 正 を行 っ た。なお，検査 の 時期 に関す

る要 件 に つ い て は，海 洋 汚染 防 止 の た め の 構造及 び 設備規

則
一

部 改 正 と同様 ， 鋼船 規貝1」B 編 に 定 め る 定期的検 査 と

同
一

の 時期 に行 うこ と と した。（前 3．1．2 参照）

　 た だ し，同議 定 書 を 批准 して い ない 政府 の 国籍 を 有す る

船 舶 に 対 して は，従前 とお り同政府 の 指示 す る とこ ろに よ

り検査 を行 う。

3．1．4　国際条約 に よ る証書 に 関す る規則
一
部改正

　前 2 に記 述 した 各議定書等の 要 件 を取 り入 れ ， 国 際 条約

に よ る 証 書に 関 す る規則 を改 めた。主 な改 正 点 は 次 の とお

り。

（1） 貨 物 船 安 全 設 備 証 書 ， 貨 物 船 安 全 無 線証 書 の 有効期間

　 を 5 年 に改 め た。

（2） 本 会 が発行 す る条約証書 と して 新た に貨物船安全証 書

　 （有 効期間 5 年） を加 えた。なお，貨物船安全 証 書 は，

　貨 物 船 安 全 構 造 証書，貨物船安全 設 備証 書及 び 貨 物 船 安

　全無線証書の 3 種類 の 条約 証 書 を
一

っ に ま とめ た もの で

　 あ り，船主の 申請に 基づ き，こ れ ら 3種 類 の 条約 証 書 に

　代 え て 発 行 され る もの で あ る。

　た だ し，同議 定書 を 批准 して い な い 政 府の 国籍 を有す る

船 舶 に対 して は，同政 府 の 指 示 す る と こ ろ に よ り条 約 証 書

の 発 行を行 う。

3．2　日本籍船舶 （和文規則）及 び外国籍船 舶用規 則

　　　（英文規則）

3．2．1 鋼船規則 v 編
一

部改正

　乾玄の 指定及 び満載喫水線 の 標 示 は，1966 年 の 満 載喫

水 線 に 関す る 国際 条 約 及 び 1966 年 の 満 載喫 水 線 に関 す る

国 際条約 の 1988年 の 議 定 書 に よ る こ と と した 。

3．2．2 鋼船規則検査 要 領 C 編
一
部改正

（1） Cl．L3

　甲板積木材貨物 の 高さ，積付け設備及 び 定着に 必要な設

　備 は，1966 年 の 満載喫水線 に 関す る 国 際条約 及 び 1966

　年 の 満載喫水線 に 関す る 国 際条約 の 1988 年 の 議 定書 に

　 よる こ と と した。

（2）　C23 ．7．1−4

　木材乾 玄 の 指定 を受 け る船 舶 に 対す る 甲板積木材貨物の

　 両側 に設 け る落 下 防止 の た め の ガードレ ー
ル の 横棒の 間

　隔 を 1966年 の 満 載喫 水線 に 関す る 国際条約及 び 1966年

　 の 満載喫水線 に 関す る 国際条約 の 1988 年 の 議定書の 要

　件 に 準 じ て ．F330mm 以 下 」 か ら f350mm 以 下 」 に 改

　 め た。

26． 事業所承認規則及び無線設備規則並 びに同検査要領の 改正 点の 解説

　　　　　　　　　　　　（無線検査事業所承認関連）

1．は じめに

　平 成 11年 12月 27 日付 Rule　No ．58 に て 事業所 承 認 規 則，

平 成 11年 12月 28 日付 Rule　No．64 及 び Notice　No ．60 に よ

り無 線設備規則並 び に 同検査要 領の
一

部が 改 正 され た。

　以 下，改 正 の 概要等 に つ い て 解説 す る。

2，改正 の概要

（1） 1999 年 1 月 1 日 に 事業所 承 認 規 則 の 改 正 が 行 われ，

　IMO 　Res．　A789 及 び IACS　UR 　Z17 に基 づ い た 無線検査 事

　業所 の 承認制度 が 施行され た。こ の 承 認 制度 で は，無 線

　設 備 の 検 査 を 実施 す る 者 と し て 無 線 技 術 者 （Radio

　Inspector） を掲げて い る 。
こ れ に 対 し，従来の 無線設備

　規則 （Rules　for　the　Radio　Installations） で は，必 ず しも

　事業所 承 認 規則 で 言 うと こ ろの 無 線 技 術 者 に よ る 検査 を

　要 求 し て い な か っ た た め，NK の 承 認 した 無 線検 査 事業

　所 に所属 す る 無線 技 術者に よ っ て ，無 線設備 の 試験
・
検

　査 が 実施 され な けれ ば な ら ない 旨 関連 の 規定 を改 め た
。

（2）事業所 承 認 規則 に 規 定 され る無線検査事業所 の 承認 要

　件 は，IACS　UR 　Z17 「PROCEDURAL 　REQUIREMEN
’
IS

　FOR 　SERVICE 　SUPPLIERS」 に 基づ き規定され たもの で

　あ るが，今般，こ の URZ17 に 規定 され る無線技術者の

　 「教 育」 に 関す る 要求事項 の
一

部が 改正 され た た め ，
こ

　れ に 関連す る事業所承認 規貝1」の
．．
部 を 改め た。

（3）一
部の 規定 に 非 GMDSS 機器 に 関する 要 件が 記 載され

　て い た た め ，こ れ らの 機 器 を 記 載 か ら削 除 した 。

3．改正 の 内容

（1）無 線設 備規則 及 び 同検査 要領 に関 して 、無 線設備 の 試

　験実施者 を 嘸 線計測員 （Radio’琵 chnician ）」 か ら 「無

　線技術者 （Radio　Inspector）」 に 改 め ，同設 備 の 検 査 を

　NK 検査 員 と NK の 承 認 した無線検査 事業所 に 所属す る

　無線 技術者 に よ っ て 実施 しな け れ ば な らな い 旨規定 した。

（2） 事業 所 承 認 規 則 に 規 定 さ れ る 無 線技術者 （Radio

　Inspector） の 教 育 につ い て 社 外 教育で も差 し支 え ない よ

　うに規定を改 め た 。

（3）無線設 備 規 則 及 び 同 検査 要領 か ら，無線 電 話 遭難 周 波

　数 聴 取受信機及 び 無線電話警急信 号自動 発 生装 置 に 関す

　る要 件 を削 除 し た。

27

N 工工
一Eleotronio 　Library 　


